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長時間労働是正のための一律指導の見直しの撤回を求める意見書 

 

厚生労働省は８月19日、「時間外労働等に係る相談・支援及び監督指導の見直し」

を公表し、労使合意で月45時間超が可能な企業に対しても、一律で45時間以内とす

るよう求めてきた指導を９月１日から取りやめた。 

労働基準法は、労働時間の上限を原則１日８時間、週40時間と定めているが、労

使が労基法第36条に基づいて残業協定（36協定）を結べば月45時間、年360時間以

内で残業をさせることができる。さらに、繁忙などの事情があれば特別条項をつけ

て月100時間未満、年720時間まで上限を拡大できる。これは、厚労省が認める過労

死ラインの長時間労働に当たり、そのため労基署は、特別条項があっても月45時間

以内に規制するように一律に監督指導してきた。 

今回の見直しでは、残業時間１か月45時間以内への削減を求める一律の指導を見

直し、実態を踏まえた36協定の締結、届出の説明を行うとしている。これは、月45

時間を超える時間外労働を合法化しようとするものであり、１日８時間、週40時間

労働の原則を破壊し、長時間労働の解消と労働時間の短縮を企業に求めてきた労働

者保護行政の任務を大きく転換するものである。 

労働基準法第１条の２項は「この法律で定める労働条件の基準は最低のものであ

るから、労働関係の当事者は、この基準を理由として労働条件を低下させてはなら

ないことはもとより、その向上を図るように努めなければならない」と定める。見

直しは法の趣旨にも反するものである。 

長時間労働が職場に蔓延し、過労死、過労自死が増加する中、労働行政がやるべ

きは、長時間労働の根絶、労働時間の短縮を実現するため、使用者を監督指導する

ことであり、長時間労働を助長することではない。 

よって、本市議会は、政府に対し、「時間外労働等に係る相談・支援及び監督指

導の見直し」を撤回し、長時間労働の是正に取り組むよう要請する。 

 

 上記、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。 

 

令和８年９月30日 

 

三鷹市議会議長 伊 藤 俊 明 

 


